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Abstract

Recently，thewaterpollutionincoastalfishflrmshasbecomeaserlousproblem・Ａｓａｎ

ｅ碇ctofthepollution,manyculturedyellowtailshavediedandflllenill・Ｉｔｉｓｓａｉｄｔｈａｔｏｎｅｏｆ

ｔｈｅｃａｕｓｅｓｏｆｔｈｅｐｏ】lutionisthecultureunderhigherfishdensityincagesandfLrms・The

authorstudiesthelegalregulationswhichareavailabletoactualizethecultureunderthe

optimumfishdensity．

はじめに

昭和5３（1978）年４月に鹿児島県が制定した鹿児島県魚類養殖指導指針（以下「指針」

と略す.）は，その冒頭で，「指針」制定の趣旨として次のように述べている．「近年，魚類

養殖業は，餌料の高騰，魚価の低迷，魚病発生の増加，異常赤潮による多量へい死，生産諸

経費の増大などにより厳しい局面を迎えている．なかでも，漁場環境は，海面の自浄能力を

超えた漁場の拡大や過密養殖により悪化し，環境の改善，保全が焦びの問題となっている．

したがって，昭和53年９月１日に更新される魚類養殖の特定区画漁業権の免許にあたっては，

科学的根拠に基づく適正な漁場計画を立て，魚類養殖業の長期安定経営体制の確立をはかる

ものとする．そこで，適正な魚類養殖業を振興するため，その基本的事項を明確にすること

を目的として，ここに『鹿児島県魚類養殖指導方針』を定める｣．

このように「指針」は，漁場環境悪化の原因として「海面の自浄能力を超えた漁場の拡大

や過密養殖』を挙げ，環境の改善，保全を焦びの問題として認識している．漁場環境の悪化

が魚病発生の増加や異常赤潮による養殖魚の多量へい死などをもたらした，という認識も暗

示されている．そこで，魚類養殖の特定区画漁業権の免許にあたっては，適正な漁場計画を

立てることが魚類養殖業の長期安定経営体制の確立につながるとして，適正な魚類養殖業を

振興するため「指針」が制定された，ということであろう．

ところで，赤潮は，海の富栄養化のために海水中の「プランクトンが爆発的な大増殖をと
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げ，濃密な群を形成してある水域海面を変色せしめる現象」であると一般にいわれている')．

富栄養化とは，俗にいう汚染である．海の汚染原因としてはy都市排水，工場廃水，し尿の

海洋投棄などが考えられるが，最近，海面の魚類養殖，特にハマチ養殖による「自家汚染」

が問題になりつつある．ハマチ養殖による自家汚染とは，ハマチに与えるえさの残津，ハマ

チのふんなどによって養殖漁場が汚染されることであり，過密養殖（いわゆる密殖）をする

と，汚染はひどくなる．この場合，漁場の利用者＝漁業者自身が漁場を汚染していることに

なるが，いうまでもなく，汚染は漁場だけにとどまらず海域全体に広がる．

赤潮は，内湾に頻発する．昭和4７（1972）年夏，昭和5２（1977）年夏に瀬戸内海で発生し

た例のように，赤潮は，工業開発が進んだ沿岸地帯に多発しているが，昭和5２（1977）年夏

に鹿児島湾で発生したのは，工業開発が進んでいない沿岸地帯における赤潮発生の例であろ

う．従って，瀬戸内海を始め内湾の汚染原因としては，ふつう工場廃水が代表的なものであ

り，それが赤潮発生の引き金になっていることも考えられるが，鹿児島湾の汚染原因として

は，工場（工業）廃水が中心とは考えられないであろう2)．赤潮は，上記の瀬戸内海，鹿児

島湾の例のように，ハマチなどの養殖魚の大量へい死をもたらし，甚大な漁業被害をひきお

こすことがある．

鹿児島湾の汚染の場合，ハマチ養殖による自家汚染が一定のウエイトを占めていることが

考えられる3)．そうであれば，赤潮によるハマチの大量へい死という漁業被害に関して，漁

業者は，被害者であると同時に加害者としての責任の一端を負わねばならない．また,…赤潮

との関係を別にしても，自家汚染は，魚病によるハマチのへい死をもたらし，漁業被害を発

生させていることが考えられる．以上は，自家汚染と漁業被害とに関する問題であるが，海

の水質汚濁という環境汚染の観点からみると，漁業者は，自家汚染を通じて環境汚染の原因

者となっているのである

′､マチ養殖は，ある程度の漁場汚染＝自家汚染を必然的に伴う。ハマチ養殖の場合の成肉

係数（増肉係数）〔＝養成期間内に投与された餌料の総量／収納重量一種苗の総重量〕は８

ないし９であるといわれているので，投餌量の約８分の７ないし９分の８が残餌や排池物な

どとして海底に堆積しまたは水に溶けて，底土または水質を汚染するからである．また，餌

料に冷凍魚を使用する場合，解凍廃水が海の汚染原因になる．これらのこと自体が大きな問

題であるが，自家汚染は，適正な放養密度を超えた養殖すなわち過密養殖によって更にひど

くなる．従って，過密養殖を防止することによって，自家汚染をある程度防止できる．

冒頭にその制定趣旨を紹介した鹿児島県の「指針』は，その後，昭和53年９月１日の特定

区画漁業権の免許にあたって具体化され，免許後２年目になろうとする現在，いくつかの問

題点に直面しつつ運用されている．本稿は,ｒ指針」の内容と運用状況を手がかりとして，

『適正養殖と組合管理漁業権」について法的に考察しようとするものである4)．

I・漁場利用規制と漁業権

１適正養殖と漁場利用規制
．．．．岬．：．’． ．：．．．．．．…－．

過密養殖とは，適正な放養密度を超えた養殖である．適正な放養密度の下での養殖を適正
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養殖というとすれば，適正養殖とは何かが問題になる．適正養殖の基準は，まず自家汚染防

止という漁場環境保全の見地から設定される必要がある．それを基礎にした上で，後述する

漁業の免許，漁業権管理という漁場利用規制に際して，漁業者にとっての経営採算的観点が

導入されるべきであろう．

なお，本稿では，小割生賛網によるハマチ養殖を問題にしている．ｒハマチ養殖の急速な

普及は，小割生賛網の出現以来のことであり，この小割網の特性が漁場条件を規制し，一方

では漁場環境の悪化に加速を与えてきたといえよう．すなわち風波や潮流が比較的弱く，管

理の容易な立地‘性を備えた内湾や入江で，水深１０～30ｍの水域が好適な養殖場として利用

されてきた．そしてこのような漁場では，当初は清浄な環境のもとに順調な生産をあげるこ

とができたが，数年のうちに養殖量の急増に伴い漁場環境は変貌し，各種の障害が現われる

ようになった.5)」鹿児島湾のハマチ養殖も，この小割生賓網によるものである．

ところで，上記の意味における適正養殖の基準は，結局，一定の漁場におけるハマチの適

正収容量の基準である．これに関して，鹿児島県のｒ指針」は，注目されるべきである．

｢指針」は，次のような形で適正収容量の基準を示しているＪすなわち，まず，漁場環境状

況評価表により，漁場をＡ,Ｂ,Ｃの３類型に分け，類型に従い，漁場別適正放養量（kg）を

定めている．同時に，県全体の生産量の限度が，当分の間，年間13,000トンと定められてい

る6)．次に，漁場別に生費台数と生賓間隔を算定し，生賛配置の適正基準を示している．更

に，漁場別に，生賓当たり放養尾数を定め，適正放養尾数の基準を示している．

従来，過密養殖の実態が公然と指摘されながら，科学的根拠に基づく適正養殖の基準は必

ずしも明確ではなかった．従って，「指針」が適明養殖の基準を示し，しかも後述するよう

に，その基準を漁場利用規制に応用しつつあることは，画期的なこととして評価されてよか

ろう．

２ハマチ養殖と漁業権

本稿で問題にしている小割生賛網によるハマチ養殖業は，いわゆる魚類小割り式養殖業で

あり，特定区画漁業権の内容たる区画漁業である（漁業法７条)．特定区画漁業権の内容た

る区画漁業は，漁業協同組合（または漁業協同組合連合会“以下同じ.）に対して，いわゆ

る組合管理漁業権として優先的に免許されるが，経営者に対しても免許されうる（漁業法１８

条)．特定区画漁業権は，組合管理漁業権として漁業協同組合（以下漁協という．）に保有さ

れる場合，漁協（漁民団体）による漁場管理として機能する．なお，特定区画漁業権とは，

ひび建養殖業，そう類養殖業，真珠母貝養殖業，小割り式養殖業（網いけすその他のいけす

を使用して行う水産動物の養殖業をいう.），かき養殖業若しくは第３種区画漁業たる貝類養

殖業を内容とする区画漁業権である（漁業法７条)．

３組合管理漁業権

漁業権には，経営者免許（自営）漁業権と組合管理漁業権との２種類がある．前者は，漁

業権者みずからがその漁業権の内容たる漁業を営む漁業権であり，後者は，漁業権者＝漁業

協同組合がみずからはその漁業権の内容たる漁業を営まないで，もっぱらその漁業権の管理

を行う漁業権である7)．
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経営者免許漁業権は，定置漁業権と一般の区画漁業権であり，組合管理漁業権は，共同漁

業権と特定区画漁業権である．ただし，前述のように，特定区画漁業権は，経営者に免許さ

れる場合もある．また，入漁権は，組合管理漁業権の一種である唾戦後の新漁業制度では，
経営者免許漁業権が原則であり，「組合の管理権限を委員会（漁業調整委員会…引用者注）

に移して，委員会の調整下に漁業権は直接経営する者に免許する，このたてまえの例外とし

て，団体規制の不可欠な漁業権は，協同組合に管理させる」といわれている8)．

組合管理漁業権の典型である共同漁業権の内容たる共同漁業は，いうまでもなく漁協に対
してのみ免許される（漁業法14条８項)．

ところで，小割り式養殖業を内容とする区画漁業権が特定区画漁業権の内容に含められた

のは，昭和3７（1962）年の漁業法改正においてである．昭和37年までは，海面における魚類

養殖業を内容とする区画漁業権は，すべて経営者免許漁業権であった．小割り式養殖業は，

網いけすなどを使用して行う比較的小規模な養殖業である．「この小割り式養殖業の施設は

簡易であるため，比較的容易に移動することができ，たとえば稚魚の段階で投餌に注意する

必要があるときは海岸近くに敷設し，成育に応じていくつかのいけすに分け，沖の潮どおし

のよい場所に移動させ，また荒天の時には安全な場所に移すなど漁場を移動する例が少なく

ない．このような漁場利用上の性格にかんがみ，漁民の団体管理を優先させる趣旨で，特定

区画漁業権の内容とされたものである」と，立法当局者は解説している9)．昭和37年までも，

４種類の養殖業（ひび建養殖業，かき養殖業，内水面における魚類養殖業または第３種区画

漁業たる貝類養殖業）を内容とする区画漁業権が組合管理漁業権とされていたが，昭和37年

の漁業法改正において，組合管理優先の区画漁業の種類が整理されるとともに，これらを内
容とする区画漁業権は，一括して特定区画漁業権と称されることになった．

組合管理漁業権では，漁業権者たる漁協または漁業協同組合連合会（以下漁連という.）

は，もっぱらその漁業権の管理を行い，その漁業権の内容たる漁業は，漁協の組合員が権利

(漁業行使権とよばれる）として営むのである（漁業法８条１項参照)．漁業権の管理とは，

｢漁業権の内容たる魚種等の増殖をなし，各組合員の行う漁業を監視，調整し，第三者との

折衝をなすなど，漁業権が権利としての存在を完うするように管理すること」であるといわ

れている'0)．

組合管理漁業権においては，漁協の組合員（漁業者または漁業従事者であるものに限る.）

であって，当該漁協または漁連がその有する各組合管理漁業権ごとに制定する漁業権行使規

則または入漁権行使規則で規定する資格に該当する者は，当該組合管理漁業権の範囲内にお

いて漁業を営む権利＝漁業行使権を有する（漁業法８条１項)．漁業権行使規則または入漁

権行使規則（以下単に行使規則と総称する.）には，漁業を営む権利を有する者（漁業行使

権者）の資格に関する事項のほか，当該漁業権または入漁権の内容たる漁業につき，漁業を

営むべき区域および期間，漁業の方法その他当該漁業を営む権利を有する者が当該漁業を営

む場合において遵守すべき事項を規定する（漁業法８条２項)．漁業行使権者の遵守事項と

は，たとえば漁場の区割り，口あけ，口止め，漁具漁法の制限禁止，漁業権管理委員会をお

く場合にはその構成や役割などの漁場$の管理方法である'１)．

行使規則の制定，改廃は，漁協総会の特別決議事項である（水産業協同組合法50条５号)．

また，特定区画漁業権または第１種共同漁業権に係る行使規則の制定，改廃には，上記の総
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会決議の前に，地元地区または関係地区の漁業者たる組合員（准組合員を含む.）の３分の

２以上の書面同意を得ることが必要である（漁業法８条３項，５項)．なお，行使規則の制

定，改廃は，都道府県知事の認可によってその効力を生じる（漁業法８条４項，５項)．

以上，現行法における組合管理漁業権を概観した．われわれが問題にしている魚類小割り

式養殖業としてのハマチ養殖業は，昭和37年以来，主に組合管理漁業権として免許され，漁

業権が漁協によって管理されている．従って，ハマチ養殖における適正養殖のための漁場利

用規制は，さしあたり，漁業の免許＝漁業権設定と漁業権管理との２つの局面において検討

されなければならない．

Ⅱ漁業の免許と適正養殖

漁業権は，都道府県知事の免許によって設定される（漁業法10条)．ここで，漁業免許の

しくみを簡単にみておこう．まず，漁業の免許をするにあたって，知事は，あらかじめ「漁

場計画Ｊを樹立して，当該漁業の免許について，漁業種類，漁場の位置および区域，漁業時

期その他免許の内容たるべき事項，免許予定日，申請期間などを定めて公示する（漁業法１１

条)．漁業者から免許申請がなされると，知事は，申請者の「適格性」を審査し（漁業法１４

条参照)，「優先順位」に従って免許する（漁業法15条-19条参照)．なお，知事は，漁業調

整その他公益上必要があると認めるときは，免許をするにあたり，漁業権に「制限又は条

件」をつけることができる（漁業法34条)．そして，知事は，漁場計画を樹立するとき，免

許の申請があったとき，漁業権に制限又は条件をつけるときなどには，海区漁業調整委員会

の意見をきかなければならない（漁業法11条，１２条，３４条)．

漁業の免許という局面における適正養殖のための漁場利用規制の方向を，鹿児島県のｒ指

針」にそくしてみてみよう．「指針』は，昭和53年９月１日に免許する魚類養殖の特定区画

漁業権に係る漁場計画は，次の事項を基本として策定する，としている．すなわち，

１漁場利用計画の策定２漁場行使の適正化３適正養殖の厳守である12)．

まず，１についてみてみよう．ここでは，漁場利用計画は，漁場の類型に従い，適正放養

量を定めるとともに，漁場利用にあたり，漁場管理者（漁協等）が守るべき事項を定める，

としている．漁場管理者の守るべき事項は，「適正養殖試算」（｢指針Ｊの別表１）に基づき，

漁場別の適正な漁場利用計画を定めること，漁場環境の保全および密殖防止をはかるため，

輪作養殖などを行うとともに，行使の均等化をはかるため調整を行うこと，養殖漁場別に水

質，底質を年２回採取分析し，その結果を県に報告すること，である．以上の漁場利用計画

は，漁場管理者（漁協等）によって定められ，知事は，かかる漁場利用計画を基礎にして，

いわゆる漁場計画を樹立しようとしているようである．

次に，２をみてみよう．ここでは，漁場計画の策定にあたっては，既存漁場と新規漁場に

分けて行い，既存漁場の中に特定海域を設ける，としている．特定海域は，湾奥部に設定さ

れ，特定海域の漁場計画は，原則として，昭和53年８月31日まで存続する漁業権漁場の範囲

内とし，特に環境の悪化している漁場については，漁場縮小などを検討する，としている．

特定海域以外の漁場計画は，漁場行使の適正化，均等化をはかる場合に限り，独占的漁場行

使の解消など正常化を条件として，漁場の必要最小限度の拡大を認めることができる，とし



162 鹿児島大学水産学部紀要第29巻（1980）

ている．なお，新規漁場の漁場計画は，沿岸漁場整備開発事業等の漁場，地域漁業拡興計画

等に基づく漁場につき，一定の場合に限って策定する，としている．

また，適正な漁場管理について，「漁場行使の適正化，均等化をはかり，適正収容量の確

保を期するため，漁場管理者は，漁業権行使規則の制定にあたって，その内容を厳正にし，

かつ，漁業権行使規則施行に関する規約による補完措置を行い，もって，適正な漁場管理を

自主的に確立するものとする」（傍点引用者）と述べている'3)．

最後に，３をみてみよう．ここでは，漁場ごとの放養量を適正に保持するため，漁場管理

者は，１でみた漁場利用計画のほか，「適正養殖積算式」（r指針」の別表２）により，毎年，

漁場別養殖業者別放養限度数量を定め，養殖業者は，これを守らねばならない，としている．

また，種苗については，漁場ごとの放養量に基づき，県の需給計画を定め，別に定めるｒモ

ジャコ特別採捕許可方針」に従い必要量の確保を図るものとする，としている．そして，漁

場別放養数量，生けす配置台数，生けす１台当たり放養尾数について，具体的に述べている．

漁場別放養数量については，漁場管理者は，毎年，養殖業者と協議して，魚種別（ハマチ，

ブリ，タイ等)，魚体別（当年，２年，３年等）の養殖数量，出荷計画数量を定め，前年の

実績とあわせて県に報告するものとする，としており，適正放養量を確認するため，漁場管

理者は，当年魚については毎年９月，２年以上魚類については，毎年３月および９月に行使

状況調査を行い，その結果を県に報告するものとする，としている．また，県は，必要と認

めたときは，漁場管理者立会のうえ，直接養殖漁場の調査を実施する，としている．

生けす配置台数については，有効漁場利用面積１ヘクタール当たりの小割り生けす数は，

７メートル換算生けすで，最高15台とし，各漁場ごとの生けす台数は，「適正養殖試算」の

生けす台数を基準とする，としている．また，小割り生けすのけい留は，２台連結を原則と

し，この場合の間隔は，最低40メートルとし，各漁場ごとの生けす間隔は，「適正養殖試算」

の生けす間隔を基準とする，としている．更に，小割り生けす１台の容積は，1,770立方メー

トル以内とし，生けすの深さは，原則として『漁場水深の３分の１以内とする，としている．

生けす１台当たり放養尾数については，生けす当たりの放養量の最高限度は，１立方メー

トル当たり，Ａ類型漁場11キログラム，Ｂ類型漁場９キログラム，Ｃ類型漁場７キログラム

とし，小割り生けす１台当たりの放養尾数は，「生けす当たり放養尾数Ｊ（｢指針」の別表３）

を基準とするうとしている．なお，１生けすで，基準尾数以上を養殖する場合は，基準尾数

を超える割合で生けす台数を削減する，としている．

以上が，「指針」の本文を構成するｒ漁場計画策定の基本方針」の主な内容である．この

ような「指針」の方向は，結局，漁場計画の樹立（免許の内容等の事前決定）の段階で，適

正養殖の方針を貫き，漁業免許＝漁業権設定をしようとするものである．これを具体化する

ための法的手段の一つとして，昭和53年９月１日の特定区画漁業権の免許にあたっては，前

述した「漁業権の制限又は条件」が用いられた．すなわち，知事が免許をするにあたり，免

許漁場における生費台数の上限などを「制限又は条件」として漁業権につけるというやり方

である．昭和53年５月31日付け鹿児島県告示第611号の２１４)（漁業の免許の内容等の事前決

定）は，昭和53年９月１日を免許予定日とする特定区画漁業権等の漁場計画であるが，これ

によると，特定区画漁業権に関するもののうち魚類養殖業（魚類小割式養殖業）のすべての

漁場に，『制限又は条件」として，「漁具標識』とならんで「いけす（７メートル×７メート
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ル×６．５メートル）の数の最高限度」が定められている．漁具標識設置は，従来から「制限

又は条件」とされていたが，いうまでもなく，「いけすの数の最高限度』は，今回，初めて

の登場である．漁具標識に関しては，すべての漁場について，「漁具群の外角に電燈その他

の照明による漁具標識を設置しなければならない」としている．昭和53年９月１日，鹿児島

県知事は，上記の漁場計画を免許の内容とする特定区画漁業等の免許をした'5)．
鹿児島県漁政課での聞きとりによると，県は，魚類養殖業を内容とする特定区画漁業権の

｢制限又は条件」たる「いけすの数の最高限度」を遵守させるため，随時（昭和54年は２回)，

県漁業取締船でまわり取り締まっている．その際，「制限又は条件」の台数を超えていけす

を設置している漁業権者（ふつうは漁協）があれば，その者を呼んで，台数超過の理由とい

つまでに正常化するかを「理由書」に書かせている，という．また，いけすをみる場合，か

らなのか魚が入っているのかみただけではわからないものがあり，尾数が問題なのだがこれ

もよくわからない，ということである．

同じく鹿児島県漁政課での調査によると，県は，前述した「指針」（３適正養殖の厳守）

に基づく漁場管理者の行使状況調査結果報告を検討して魚類養殖行使状況調査を行い，それ

に基づいて，漁業権管理者としての各漁協に対し，適正養殖のために必要な指示を行い，改

善措置，対策等の文書回答を求めている．この場合，「制限又は条件Ｊたる「いけすの数の

最高限度」に限らず，適正養殖数量などｒ指針』全般にかかわる事項を扱っている．

ところで，漁業権の「制限又は条件」違反の法的効果はどうなるであろうか．さしあたり，

漁業法138条２号が規定する罰則の適用についてだけふれておこう．同号によると，漁業権

につけた「制限又は条件」に違反して「漁業を営んだ者」は，三年以下の懲役または20万円

以下の罰金に処する，となっている．ところが，組合管理漁業権の場合，漁業権者たる漁協

は，漁業権の管理者であって「漁業を営んだ者」ではない．従って，この罰則が適用される

余地はなく，この点に関する限り，ｒいけすの数の最高限度」を「漁業権の制限又は条件」

とすることに，法的実効性はない．

ⅡＩ漁業権管理と適正養殖

漁協の漁業権管理という局面における適正養殖のための漁場利用規制の方向を，前述した

行使規則などの内容と運用という観点からみてみよう．

まず，鹿児島県垂水市の牛根漁協における行使規則などの実例を紹介する．いずれも魚類

小割り式養殖業（ハマチ中心）を内容とする特定区画漁業権に関するものである．「牛根漁

業協同組合特定区画漁業権（魚類小割式養殖業）行使規則」（昭和53年９月１日実施）の主

な内容は，次のようなものである．漁業行使権者の資格は，正組合員であって，魚類小割り

式養殖業に３年以上経験を有する者である（２条１項)．当該漁業権の適正な行使および管

理を行うために，漁業権管理委員会（以下管理委員会という.）を置く（５条)．管理委員会

は，委員７人をもって構成され，委員は，２条の規定による漁業を営む資格のある者が選任

し，任期は３年である（６条)．管理委員会は，その者の当該漁業に対する生活依存度，当

該漁場に対する生活依存度，当該漁業の経営能力，養殖技術を勘案して，２条に規定する漁

業行使権者の資格を定める（８条)．管理委員会は，当該漁業を営む者，その者にかかわる
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漁場の区域，筏（生賛）の台数，漁業の期間，条件制限等漁業権行使の内容たるべき事項を

定め，その内容について理事に報告する（７条)．当該漁業は，筏の台数規模648台（７メー

トル×７メートル×6.5メートル換算）の範囲内で営む（４条１項)．理事は，管理委員会に

対し，一定の場合に，漁場の利用等に関し必要な指示をすることができる（９条１項】管

理委員会が上記の指示に従わないときは，理事は，管理委員会の権限を行うことができる

(９条２項)．管理委員会は，常に当該漁業を営む者の筏の台数，放養魚の種類別，魚体別の

数量を把握し，理事の求めがあったときは何時でもこれを報告しなければならない（10条２

項)．当該漁業を営む者は，この規則に基づきこの組合が承認した筏の規模，台数および筏

内の放養魚の制限尾数の定めを忠実に遵守しなければならない（１１条２項)．漁業権の内容

となっている漁業を営む者が，漁業に関する法令およびこれに基づく行政庁の処分またはこ

の規則に違反したときは，過怠金を課するとともに漁業権の行使を停止することができる

(13条１項)．前項の処置は，その都度理事が管理委員会の意見を聴いて定める（13条２項)．

同じく牛根漁協の「特定区画漁業権（魚類小割式養殖業）行使規則施行に関する規約」（昭

和53年９月１日施行）の主な内容は，次のようなものである．理事は，漁業権管理委員会

(以下「委員会』という.）の意見をきき，鹿児島県魚類養殖指導指針（以下「指針」とい

う.）に基づき各漁場ごとに毎年次の事項を定める．すなわち，（１）漁場の生産目標（２）

当該漁業を行う者（以下『養殖者」という.）が行うことができる魚種別魚体別の放養数量

(3)養殖者別の筏の規模別台数（４）養殖者別の筏の設置区域の指定（５）生賛１台当

たりの最高放養限度数，である（２条)．この２条には，「漁場利用計画の策定』という見出

しがついている。養殖者は，毎年２月末までに生産計画および魚種別，魚体別放養計画なら

びに養殖の現況を理事に報告し，理事はこれを委員会に通知しなければならない（３条)．

委員会は，３条の規定により養殖者が行った申告を勘案して，理事と協議のうえ，養殖者ご

との魚種別，魚体別の放養数量および筏の台数の決定を行う（４条１項)．理事は，筏台数

の決定にともない，その所有者を明確にするため表示を行わせる（４条２項)．委員会は，

毎年３月および９月に養殖者立会のうえ，放養数量の確認を行い，すみやかに理事に報告し

なければならない（５条)．漁場環境の保全について，理事，委員会，養殖者の任務ないし

義務が具体的に規定されている（６条)．養殖者が，次の事項に違反したときは，理事は委

員会の意見を聞いて，漁業権の行使を停止することができる．すなわち，（１）養殖者が，２

条の規定により理事が定めた筏の規模，台数を超過し，また，放養尾数を超えて密殖を行っ

たとき（２）前号のほか，規則およびこの規約ならびに指針に違背し，養殖の秩序を乱す

ほか，６条に定める漁場環境保全上好ましくない行為があったとき，である（７条)．

以上のほかに，牛根漁協は，全３条と附則から成るｒ行使規則細則」（昭和53年10月５日

施行）を定めている．この細則の主な内容は，次のようなものである．この細則は，上記の

行使規則および規約を補完するため，具体的罰則事項を定めることを目的とする（１条)．

養殖者が，次の事項に違反したときは，理事は委員会の意見をきいて，次の基準に従って，

措置を行わなければならない（２条)．すなわち，（１）名儀貸をした者は，名儀貸している

ワク数相当を，減ワクする．許可番号札を貸した者は，名儀貸とみなす．（２）生賓の面積

をｍ２に換算して計算した許可ワク数を超過した場合は，超過ワク数に応じて１，２当たり

１万円ないし３万円の過怠金を課し，減ワクする．たとえば，超過ワク数が５０，２以上
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130,2未満の場合，１，２当たり２万円の過怠金を課すとともに，超過ｍ２を取り消し（減

ワクし)，超過ワク数が130,2以上の場合，全許可が取り消される．（３）許可番号札をつ

けていない場合，１ワクに対して，過怠金２万円とする．（４）基準放養尾数を超過してい

る場合,１０％未満超過,１０％以上超過のそれぞれに応じて措置を行う．（５）次の点数制にお

いて，持点10点のすべてを失った違反を行った場合，許可ワクの30％を取り消す．すなわち，

(ア）死魚を海中に投棄した場合１回４点

(イ）死魚を鋼管上に放棄した場合１回３点

(ウ）残餌を海中に投棄した場合１回３点

上記は漁業権管理委員２人以上で確認する．本細則の改廃は，漁業権管理委員会の意見をき

いて，理事会で決する（附則(2))．

更に，牛根漁協は，「漁業権管理委員会規程」（昭和54年５月４日施行）を備えており，こ

の規程は，牛根漁業協同組合特定区画漁業権（魚類小割式養殖業）行使規則５条に定める漁

業権管理委員会の運営に必要な事項を定めることを目的とする（１条)．この規程の制定，

改廃については，業者会の議を経て理事会で決定する（８条)．

以上が，牛根漁協における行使規則などの主な内容である．牛根漁協の関係者からの聞き

とりによると，漁業権管理委員会の委員７人は，すべて業者会で選挙される業者代表である．

また，行使規則などの「違反者に対する措置』（行使規則13条，規約７条，細則２条）の適

用例は，超過ワク数（細則２条参照）に関するものが，５３年度に10件，５４年度に２件あり，

過怠金の合計は，それぞれ，672万円，150万円であったという．ただし，この過怠金の額は，

規定の半額であるという．

規約の内容は，前述したように，「指針」を漁協の漁業権管理というレベルで具体化した

ものである．昭和53年９月１日を期して，規約のひな形が県から各漁協に示されたようであ

り,…そのため，鹿児島県のそのほかの漁協における規約も，ほぼ同じ内容のものであると思

われる．牛根漁協の場合，規約は，行使規則とともに総会の特別決議（水産業協同組合法５０

条５号参照）によって制定されている．また，規約によると，漁業権管理委員会は，毎年の

漁場利用計画の策定に際して理事から意見をきかれることになっているが（２条)，毎年度

初めに招集すると，「役員会（理事会）で決めてくれ_，といって，委員がなかなか集まらな

いという．漁業権管理委員会は，放養数量等の確認（５条参照）のための実態調査を，毎年

９月（出荷前）に行い，その結果を県に報告しているが，それを確認するための県の調査が

ぬきうち的にあるという．

細則は，牛根漁協独自のものであり，前述のように，適用例がある．しかし，この細則に

よる基準放養尾数（２条参照）は，漁協独自のものであり，「指針」の基準はこれより厳し

く，約半分である．

１Ｖ適正養殖と組合管理漁業権

最後に，ｒ適正養殖と組合管理漁業権」という見地から若干の総括を行っておこう．11,111

でみたように，ｒ指針」のめざす適正養殖の実現は，結局，組合管理漁業権の管理者たる漁

協にまかせられざるをえない．ハマチ養殖業が特定区画漁業権の内容たる魚類小割り式養殖
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業として営まれる限り，現行漁業法のたてまえ上，それは必然的である。従って，漁協の漁

業権管理の如何が，適正養殖実現の成否を決定する．

Ⅲでみた牛根漁協の例は，漁業権管理が比較的うまくいっている例であるが，必ずしも

十分とはいえない．牛根漁協と同時に最近調査した他の２，３の漁協の場合，生賛台数の超

過など行使規則などに違反した場合，ｒ違反者に対する処置』の規定（いわゆる罰則規定）

が適用された例はない．ただし，この場合，県の行政指導もあるので，漁協内部で生賓撤去

などの調整がなされている．

罰則規定が現実に適用されない原因としては，一般に有力な業者が漁協の理事になってい

ること，行使規則などによると理事会の権限が漁業権管理委員会の権限より強いこと，漁業

権管理委員会の委員がふつう業者代表であること，などが考えられる．この点に関して，鹿

児島県出水郡東町の東町漁協の場合，漁業権管理委員会が，組合理事４人，学識経験者２人，

漁業者代表13人，計19人（定員は20人）の委員によって構成されていることが注目される．

漁業権管理は，漁民による漁場管理という性格を有し，その意味で，漁民＝漁協による漁

場利用の自主規制である．過密養殖＝自家汚染は，一面において，漁協の漁業権管理能力の

欠如によるものであり，そのために，漁協の漁業権管理能力ひいては漁業権管理団‘体として

の適性が問われている．

以上，適正養殖のための漁場利用規制について，鹿児島県の「指針」の一部分を手がかり

として述べてきた．本稿で紹介したのは，「指針」の本文である「漁場計画策定の基本方針」

である．本稿の中で，「指針」の別表１，２，３についてふれたが，その内容の具体的な紹介

は省略した．なお，付属資料その１「魚類養殖の技術，経営対策」（｢指針」１１頁以下)，付

属資料その２『鹿児島県魚類養殖業の現況及び問題点」（｢指針」１７頁以下）も本稿のテーマ

に関連するが，割愛した．

鹿児島県の「指針』は，一般的な環境規制（総量規制など）で規制される前に，漁民が自

主的に考えるべきである，という観点からつくられたようである．いうまでもなく，過密養

殖＝自家汚染は，一般的な環境規制の見地からも問題にされなければならない．

鹿児島県の「指針」のような試みは，長崎，大分，山口，高知，三重，静岡などの各県で

もすでに行われているようである．また，水産庁は，昭和53年10月４日付けでｒはまち養殖

に関する指導方針」（53水振第111号水産庁長官）を策定し，都道府県知事に通知した．この

内容は，鹿児島県の「指針」とほぼ同様である．「指針」にみられるような漁場利用規制は，

国レベルでの規制と結びつくことによって，法的実効性をより期待できるであろう．

注１）末広恭雄ほか編『水産ハンドブック』（1962年）45-46頁参照．

２）鹿児島県衛生部環境局編『環境白書（昭和54年版)』（1979年）152頁参照．

３）鹿児島県衛生部環境局編『環境白書（昭和54年版)』（1979年）152頁参照．

４）本稿は，拙稿「過密養殖防止のための漁場利用規制一ハマチ養殖に関する法的考察一」（平田

八郎ほか摩鹿児島湾における赤潮の研究』-1978年一所収）を，最近の資料をもとにして改稿し

たものである．

５）日本水産学会編『浅海養殖と自家汚染』（1977年）9-10頁（窪田敏文執筆)．

６）ｒ指針」２頁．

７）浜本幸生「講座漁業法入門（第４回)」（漁協経営15巻４号）３７頁参照．
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1頁以下参照．

1頁以下参照．

水産庁経済課編編漁業制度の改革』（1950年）311頁．

水産庁企画室編『新漁業法の解説』（1962年）（以下『解説』と略す.）55-56頁．

浜本・前掲論文３７頁．

原解説罰７１頁，浜本「講座漁業法人門（第５回)」（漁協経営15巻５号）３４頁参照
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